
コンプライアンス体制の整備状況

	 　法令等遵守（コンプライアンス）態勢について　�

　当行の法令遵守（コンプライアンス）態勢につきましては、
「コンプライアンスが経営の最重要課題の一つである」との認
識のもと、コンプライアンス態勢の構築・強化を図るため、コ
ンプライアンスチェックの一層の強化及び管理体制面の整備、
並びに営業店への指導を徹底するなど、コンプライアンス重
視の経営に努めております。

　具体的には、コンプライアンス実現のための実践計画である
「コンプライアンス・リスク管理プログラム」を年度毎に取締
役会で決定し、その実践に努めているほか、「コンプライアンス
統括室」による臨店指導を強化するなど、営業現場のコンプラ
イアンスの徹底を図っております。

■コンプライアンス（法令等遵守）につきましては、銀行の持つ
社会的責任と公共性を強く認識し、経営の最重要課題の一
つとしてとらえ、取締役が誠実にかつ率先垂範して取り組ん
でおります。

■コンプライアンスの基本方針や態勢等について審議等を行
うコンプライアンス、オペレーショナル・リスク管理委員会
を設置しております。また、統括部署として経営管理部内に
コンプライアンス統括室を設置し、その下に本部各部の次
席クラスをコンプライアンス統括室兼務調査役として配置
するとともに、各部店にコンプライアンス責任者及び同担当
者を配置しております。

■コンプライアンス態勢の整備・確立のために必要な基本的
事項を「法令等遵守規定」に定め、これに則り、「鳥取銀行倫
理規定」や「コンプライアンス・マニュアル」を制定の上、行
内イントラネットに掲示し法令等違反の未然防止に努めてお
ります。
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金融ADR制度
金融ADR制度とは、金融機関業務に関する紛争を解決するための裁判外
紛争解決手続のことをいい、当行が契約している指定紛争解決機関は全
国銀行協会相談室です。全国銀行協会相談室は、銀行に関するさまざま
なご相談やご照会、銀行に対するご意見・苦情を受け付けるための窓口と
して、一般社団法人全国銀行協会が運営しています。ご相談・ご照会等
は無料です。
また、全国銀行協会相談室がお客さまから苦情の申出を受け、原則として
２ヶ月を経過してもトラブルが解決しない場合には、「あっせん委員会」をご
利用いただけます。詳しくは全国銀行協会相談室にお尋ねください。

0570-017109　または　03-5252-3772電話番号
月～金曜日

（祝日および銀行の休業日を除く）
午前９時～午後５時

受 付 日

受付時間

※一般社団法人全国銀行協会は銀行法および農林中央金庫法上の指定紛争解決機関です。

■取締役会は、コンプライアンス実現のための実践計画である
「コンプライアンス・リスク管理プログラム」を年度毎に決定
し、担当部門を明確にした上で全行を挙げてその実践に努
めております。コンプライアンス統括室は進捗状況につい
て取締役会へ報告し、また、監査部はコンプライアンスの徹
底・遵守状況を検証し、取締役会へ報告しております。

■行内でコンプライアンス違反を発見した場合、またはそのお
それがあると判断される場合の通報方法として、ホットライン

（内部通報）制度を設け、行内外に通報窓口を設置しており
ます。当行は通報者を保護し、人事処遇等において不利益
な取扱いをしないこととしております。

■お客さまの保護及び利便の向上の視点や、業務の健全性及
び適切性の観点から、「顧客保護等管理方針」を定め、組織
体制や必要な内部管理規定を整備するとともに、お客さま
の視点から業務を捉えなおし、不断に検証し改善していくこ
とによって、管理態勢の整備・確立を図っております。	 　主要な業務の内容　�

（2022年7月1日現在）

預金業務
預　金 当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、

非居住者円預金、外貨預金等を取扱っております。

譲渡性預金 譲渡可能な定期預金を取扱っております。

貸出業務
貸　付 手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

手形の割引 銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取扱っております。

商品有価証券売買業務 国債等公共債の売買業務を行っております。

有価証券投資業務 預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。

内国為替業務 送金為替、口座振込及び代金取立等を取扱っております。

外国為替業務 輸出、輸入及び外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。

社債受託及び登録業務 担保附社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集受託及び登録に関する業務を行っております。

附帯業務

代理業務

① 日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店及び国債代理店業務
② 地方公共団体の公金取扱業務
③ 日本政策金融公庫、住宅金融支援機構等の代理貸付業務
④ 中小企業基盤整備機構等の代理店業務
⑤ 株式払込金の受入代理業務及び株式配当金、公社債元利金の支払代理業務
⑥ 信託代理店業務

保護預り及び貸金庫業務 証券仲介業務

債務の保証（支払承諾） コマーシャル・ペーパー等の取扱い

公共債の引受 保険の窓口販売

国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売

	 　とりぎんグループの状況　�

鳥取銀行 国内 

（2022年7月31日現在）

出張所 12  
関連会社 2 

本店ほか支店 53
子会社 1 

子会社 

関連会社 

株式会社とりぎんカードサービス（クレジットカード業務）内訳 

とりぎんリース株式会社（リース業務）

とっとりキャピタル株式会社（ベンチャーキャピタル業務）

（2022年3月31日現在）

名称 住所 設立
年月日

資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有

（又は被所有）
割合（％）

当行との関係内容
役員の
兼任等
（人）

資金
援助 営業上の取引 設備の賃貸借 業務

提携
（連結子会社）
株式会社とりぎんカード
サービス

鳥取県
鳥取市

1990年
6月11日 90 カード事業

65
（－）
［15］

2
（1） － 資金の貸付 － －

（持分法適用関連会社）
とりぎんリース株式会社

鳥取県
鳥取市

1984年
10月1日 30 リース業

5
（－）
［38］

2
(2) －

事務機械等
のリース
資金の貸付

－ －

とっとりキャピタル
株式会社

鳥取県
鳥取市

1997年
6月11日 50

経営コンサルティング業務、企
業の合併・業務提携等斡旋、
有価証券の取得・保有

10
（5）
［39］

3
（2） － コンサルティン

グ業務委託 － －

（注）	1．�「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の（ ）内は子会社による間接所有の割合（内書き）、［ ］内は「自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより自
己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」による所有割合（外書き）であります。

	 2．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（ ）内は、当行の役員（内書き）であります。

関係会社の状況

とりぎん の 概要 法令等遵守（コンプライアンス）態勢
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